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1 .公教育労働をめぐる問題状況
はじめに、初等・中等教育段階を中心に今日の教育労働が、次の2点から再構成されるべき状況
にあることを示そう。
その lつは、教員の多忙化や多忙感の強まりに伴って、ストレスによる「燃え尽きJr擦り切れ」
(burn-ou t)など彼らの精神性疾患の状況が拡大しており、勤務負担の上限を設定するとともに、メ
ンタルヘルスに留意した環境を整備する必要があることである。
たとえば、文部科学省がまとめる「教育職員に係る懲戒処分等の状況についてJ(1)によると、在
職者数に対する精神性疾患による休職者数の割合は 1990年代の 10年間に 2倍、また、精神性疾患
による休職者数が病気休職者数に占める割合は、 1990年度が 27.5%であったのに対して 2000年度
は46.0%に達している。
こうした教員の「心の病」の背景として、次の 3点からも説明できるだろう。①社会的限差しの
変化(2)から、より強い圧力のもとに学校が置かれていること、しかもその圧力はときに相反するた
めに教員を困惑させる。つまり、保護者の意向や期待と学校の条件は噛みあっておらず、学校から
すれば「学校で扱うべきことJは保護者にとって「扱わなくともよいことJであり、学校にとって
「扱うべきではないこと」は保護者には「扱うべきこと」と見なされる場合が生じうるω。
②過剰で国難な役割期待に対して学校が批判的になれず、基本的に受け入れる方向をとるため、
学校の機能不全が生じやすいこと。たとえば、「関かれた学校Jや「家庭・地域との連携」といった、
学校にとってその狙いが明らかでない一方で価値化されがちな言説が飛び交っていること。
③教職員間の「公平な負担Jと「適材適所」の両立が難しくなっており、後者をいかすためには
前者の原則を変更する必要があること。つまり、最終学歴と勤続年数によって報酬の基本が決まり、
規定上は均一な勤務時間であるにもかかわらず、実際には勤務状況の差が大きく (4)、同僚間で不満
の少なくないことが推測できる。「同じ仕事をしているのだから同じ報酬であるべきJという論理は
こんにち逆転して、「同じ報酬なのだから同じ仕事をしているはず」と読み替えられている。
もう 1つは、国、地方公共団体ともに財政はおしなべて逼迫しており、公教育費の削減への圧力、
費用対効果の向上、あるいは教育財政計画とその結果に対する説明の必要が強まっていることであ
る。これは、学校での教育労働の限定と明確化を求める。またその背景に、私化(privatization)
あるいは個体化 (5)が進展するなかで、受益者負担や選択の自由といった子どもの社会化をめぐって、
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教育の公的基準が変化していることも予想できる。
すなわち、①学校経営の領域では「良いことだからやるJという発想のみが今なお強く、資源の
投入から結果を評価するという思惟が基本的に欠けていること。その理由としては次のような点が
挙げられる。まず、学校管理職は経営的職能を発揮するための組織的訓練を受けておらず、また、
身分は教諭である教頭i肢の綬昧さに示されるように、一般教員と管理職員との職能区分が明確でな
いこと。さらに、学校管理職の管理能力に問題があり、終業時間が過ぎても学校に残る職員に帰宅
するよう努めて指導しないなど運営上の支障をきたしがちなこと。これらは、教職員の多忙感を募
らせる (1;)とともに、重要な教育資源である教職員の活用についてムリ・ムラ・ムダをもたらし、長
期的には非効率な公教育経営としている。
②現行の行財政システムと納税者の思惑とのずれから、公教育像はいっそう混乱していること。
たとえば、義務教育段階の子どもを 2人持つ世帯では、平均的所得の場合その納税額を大幅に上回
る教育費が公費によって賄われている (i)。これは、義務教育を受ける児童・生徒の権利と保護者の
履行義務を財政面から枠づけるものでもある。つまり、義務教育への就学は児童・生徒とその保護
者の私的な問題だけではありえないように構成されている。他方、一部の地方自治体では学校選択
制度が導入されたものの、ホームスクーリングや自分たちで学校を設立するといった、既存の学校
以外を選択することは認められていない。この点で、学校選択であっても依然として配給制度的性
格が色濃い。
こうして学校教員の職位・職能と待遇、あるいは権限と責任の構図は再編されるべき時期を迎え
ている。つまり、学校という公的組織体が現在担うべき責務とこれを支えるスタッフ構成のあり方
に不整合が生じている。にもかかわらず、説教的色彩の強い当為論が繰り返し喧伝され、学校経営
の条件を操作しないままで関係者の自覚や努力に委ねられがちな状況ωが見られるのである。
2. これまでの校務分掌議の特徴
以上に示す事態は、教職員の勤務の構成と分担を説明しようと試みてきた諸論の再検討を求めて
いる。そこで次に、従来の校務分掌論がどんな性格を帯びてきたのか、 2点について確かめておき
たい。
そのし教員の勤務時間・職務内容は管理職を除き均等であるべきとの前提が強く、それを問う
こと自体が「反教育的」と見なされる傾向にあったこと (9)。
それゆえ、教員は棺対的に独立していることが良いと考えられ、教員聞の協業を担拠づけること
が難しくもあった。また、教員が「分掌Jという言葉を授業や「学級経営Jを除いた部分について
語る場合が多いことも、個業中心の教職理解がされていること、そして教員にとって「学校を経営
するj発想が欠けがちなことを示している。これに対して、「学級経営の推進にあたるのが学級担任
である。学級の殻に閉じこもることをさけ、関かれた学級の建設につとめるべきである。学年とし
てのまとまりを持つことを忘れてはならないJ(10)という主張は、学校組織がまとまる必要を当為論
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から導こうとした。ただし、なぜ職務が個業的に完結しがちなのか、それを支える仕組みを視野に
入れた検討は必ずしもなされなかった。また、新しい学校経営の方法を試みることが難しい状況で
もあったと言えるだろう。
これらの結果、 1960年代の単層一重層構造論争に代表されるように、学校での職務を誰がどう担
うことがどんな点で効果的なのか実証が必ずしも進められず、データが共有されないままに教育法
規の解釈論あるいは教育条理論を含む「べき論Jが展開された。校長の校務掌理権と教諭の教育権
の関係が法解釈の問題として関われ (11)、学校管理職のあり方があまりに理念的に語られてきたこと
(12)は、その証左である。
その 2。校務分掌が教職員の勤務負担を問題とするはずが、とりわけ、俸給月額の 4%に相当す
る教職調整額の支給を定めた「給与特別措置法J(1971年)の制定以降、もっぱら教員の問題とされ
てきたこと。
教授職員と非教授職員という区分にしたがえば、教壇教員は前者であり、校長や授業を持たない
教頭は後者であるが、後者には他に学校事務職員、学校栄養職員、労務職員などが挙げられる。し
かし、従来の分掌問題は教員免許状を持つ者どうしの関係が主であり、それ以外の者について問題
となることは少なかった。そのため、学校事務職ほかのスタッフを含めた学校教職員の構成につい
てほとんど検証、構想されてこなかったのである。
かくして、学校内の異職種間の分業と協業の問題が扱われず、いわゆる「本務ー雑務J論も媛|味な
まま現在に至っている。「雑務Jといった庇められた表現がそぐわないことから現在は使われていな
いものの、この区分自体が教授職員を中心に発想されている点(13)を踏まえる必要がある。たとえば、
学校事務職員が昼休み時間に児童・生徒を「指導Jするのは本務か雑務かといった想定はなされて
いなかっただろう。これらの状況が学校に対する組織的把握を困難にしてきた点は押さえるべきで
ある。教授職員を中心にした個業的発想、は、一方で教員と児童生徒による「クラスのまとまり j や
「盛り上がり」を導くとともに、もう一方で「何でも屋Jあるいは「無担定な労働Jという教職の
専門性理念、から離れる方向を助長してもきたのではないだろうか。
3.改善・改革に向けた一つの方向一多種多様な勤務形態の導入一
上記のように確認できるならば、これを改変する方策の 1つとして、各人の能力と意欲に応じた
学校への多様な関わりを認める勤務形態の導入が考えられる。それは、勤務時間の長短、分掌の内
容・多寡、多様な職位・職階などによって特徴づけられる。このことは、教職像を lつで束ねるの
ではなく、学校教育に携わる多種類の職員の集合概念として再定義することを意味する。つまり、
「伺に応じたj教育を担うスタッフの勤務条件についても、この原員IJを適用する。この方法は、以
下の3つのメリットを持つと予想、できる。
第 1に、現在の学校教職員はフルタイムを基本とし、また職種・職階もきわめて担られている。
そのことが、学校「世間」にあって過度な再調圧力を生みやすく、無F良定な勤務時間をも導きがち
???
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である。これに対して、個々に対応する職務の基本枠を与えることで担当者の権限と責任を明らか
にし、生産性の高い労働に向けた教職員管理が可能になる。また、時間や権限・内容等より明確な
指標を設けることによって、学校評価・教員評価の意義が高まり、学校改善にもつながりうる。
とりわけ、「特色ある学校づくりJとして各学校の相対的独自性が今後強められるとすれば、各校
や学区の事情に応じたスタッフの配置と活用が課題となるだろう。そこでは、求められる職種・職
位、彼らの勤務時間や形態は多様であってこそ効果的と見なされるのである。また現在、司書教諭、
栄養教諭、スクールカウンセラーなどが次第に整備されてきており、多様な教育労働jの形とその評
価の必要性・可能性は強まっている。
第2に、個人の適性、能力あるいは希望に応じた働きかたを可能にすることで、パートタイム労
働、女性による労働を拡大、また国籍条項を撤廃して外国籍の者による労働jの制約を大幅に緩和で
きる。これはまず教員の多忙化問題を是正 (14)し、女性教員比率がいっそう高まっている現況にも対
応でき、さらに国際共生社会の実現という課題とも合致する。多様な人材を 1)クルートし、多文化
的な場として学校を創造しうるのである。
この社会的基盤はすでに存在する。「開放市UJ教員養成制度のもとで教職に就いていない多くの教
員有資格者がいる(15)ことは明らかである。これら教育的資質がより高いはずの人々を学校の資源と
見なし、彼らを通じて学校と家庭・地域の連携を進めることもできるだろう。教員免許状の要件に
国籍条項がないことから、この方策はポスト国民教育の学校像にも叶っている。
今後、児童・生徒 l人あたりの教育費を上げることができないとすれば、教員数を増やしかっ職
務の低減をも実現するには、フルタイムではない勤務形態を一般化することが 1つの方法になる。
身分保障は従前と同じように、また特に重要なことは「同一労働、同一賃金Jという原則を確保す
ることである。フルタイムで働く正規勤労者とパートタイム勤労者の時間あたりの賃金が2倍以上
とされる現状を改善するためにも、パートタイム勤務でかつ正規職員という道を拓き、もってワー
クシェアリング(仕事の分け合い)を進めるべきではないだろうか。
すでにドイツではこの方法が採用されており、初等教育段階では、フルタイム教員とフルタイム
の半分まで勤務時間を減らすことのできるパートタイム教員は、 1998/99年の場合、全州で 9万5
千人と 10万 500人とほぼ措抗している(16)。彼らはともに正規公務員であり、ある条件を満たせば
勤務時間減と給与減の方法をとられるのである。同様のことは、オランダの教員についても指摘さ
れている (17)。
この仕組みでは、教員数の増大とあわせて教員 I人あたりの職務量を減らすことができる。経験
豊かな教員がフルタイムで籾jけないからと辞職することは、公教育にとって大きな損失となる。そ
れは、彼らを失うことと再び経験の乏しい教員を教育するために必要な経費の二重の意味において
である。こうした非効率な公教育経営を是正し、重要な教育資源である教職員を、休暇を含めたサ
イクルを通してリカレントできる方策が求められる。
そして第3に、多様な種類の教育労働従事者を増やすとともに、こんにち困難になっている学校
? ??
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文化、教職員文化の継承・創造を促すことができる。また、学校という社会的セクターが雇用創出
に寄与することにもなる。教職に占める女性の割合は公務全体の平均を大きく上回っている(1&)ので、
教職の家族が捜数の就業者を持つ可能性は高い。よって、フルタイムで、働くかそれとも辞めるかで
はなく、パートタイムで働く選択肢を取りうる場合 (19)をト分に想定できるのである。
仮に試算すれば、小学校教員の 50%、中学校および高校教員の 30%が勤務1時間 70%のパートタ
イム勤務となれば、小学校でおよそ6万人のフルタイムまたは8万5千人の 70%のパートタイムの
勤務、中学校・高校でおよそ4万5千人のフルタイムまたは6万5千人の 70%のパートタイムの勤
務が新たに必要となる。これは、 2000年度の場合で、フルタイムでは小学校教員採用者数の約 16
倍、中学校・高校では約8倍の規模に相当するのである。こうして、小学校で 15%、中学校・高校
で 10%の教員総員を増やすことは、学校経営における人的管理業務の重要性を根拠づけ、管理職の
意義を高めることにもなる。
また、学校における多様性の承認は、児童・生徒にとっても望ましい意味を持ちうる。学級担任
教員とクラスメイト、あるいは部活動指導教員と部員による回定的関係から生じうる「中間集団全
体主義J(20)の弊害を是正し、「一人でも生きる力j を持つ個人を育てる条件ともなるだろう。 r(高
校生の-引用、報告者)彼女たちにとって学校生活における最大の関心事は、その日どんな授業が
あるかとか昨日の宿題を忘れたとかいったことではなくて、今日のお昼を一緒に食べる人がいるか
いないか、あるいはどのグルーフに加わって食べるかなのである。また一緒にトイレに行く人がい
るか、教室移動のIl寺に一緒に行ってくれる人がいるかなのですJと語られる(21)学校で、「浮かないj
ように腐心している児童・生徒(22)にとって、より緩やかな関係づくりは、群れる集団とは異なった
つながりを生み出す契機にならないだろうか。
以上の方向が可能性を持つならば、学校職務をめぐる鱈業・分業・協業の原則と具体的方策は、
大幅に変更されることになる。
4. これからの校務分掌論の構想に向けて
さいごに、多様な勤務形態と複数の指標にもとづく職務分担の方向が取られる場合、今後の校務
分掌論の課題となるだろうことを 2点提示したい。
l点目は、「正規職員でかつパートタイム労働Jという概念の導入によって、勤務条件と待遇の関
係を措定する作業が必要となる。「能力差jの是認とは、能力の発揮の度合いが錨人間で異なるとい
う意味だけではない。自分の時間と労力を学校にどれだけ割くか、働き方について各人のi番好が認
められてよい状況になってきている。勤務持問を忘れるほどの「熱血教師」でないことはもちろん、
夕方5時過ぎに帰宅する「サラリーマン教師Jですらいやがる者でも学校に関われるようなメンバ
ー構成をどう描くか、大胆な構想、といくつかの事例での実証が課題となるだろう。
たとえば、学級担任である者とそうでない者では、職務の量と質が異なっている。同じく学級担
任でも、学級規模の違いによる職務量と質の違いは無視できない。 40人近いクラスと 20人以下の
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小規模クラスを異なる職務と評価をしてもよいのではないだろうか。こうした発想に立つとき、職
務を細分化したうえで、担当部分をポイントとして職務量に加算していく方式により、根拠のある
権限、責任、報酬の差が生じうることを是認する方向、もって、関係者が満足感と成就!惑を得る仕
組みが考えられるだろう。
2点目として、多元化した校務分掌をいっそう効果的に進めるにふさわしい学校、学年あるいは
学級のサイズの改変が展望されるべきだろう。校長を経営i識と見なしうるような学校規模はどの程
度か山、あるいは学年経営といえる学級数はどの程度かといった観点から、学校教育行政と学校経
営をつなげた発想を強めること、あるいは各学校という単位の意味を見直すことも必要だろう。
そして、この研究で必要なことは法解釈論に依拠するだけではなく、また信念信条から「べき論j
を主張し合うことでもなく、学校像そのものの多様性を留保しながら、アイディアと模擬実験を試
み、その結果を検討することである。
たとえば、筆者は 2000年度後期の現職教員を含む大学院ゼミにおいて、 f学校をちょっと作って
みるj というプログラムを試みた。そこでは、観点として、①小学校または中学校の学校種、②学
校存立の基盤・自擦(抽象・具象)、③サービス提供の対象(児童・生徒、その他)、④保有している
資源(ヒト・モノ・カネ)、⑤資源の配分と活用、⑥組織の編成と運営、⑦評価と再構築、を設定。
またルールとしては、 A:学校種と対象に応じた教育自擦の担自を定める(①、②、③)、 B:呂擦に
近づくための資源の確定とその配分を考える(④、⑤)、 C:呂標、規模、資源とその配分に対応し
た組織を整備する。その後に学校評価を行ない、戦略や方略の変更など、必要な手直しを進める(⑤、
⑦)、という手順を提示した。数回にわたる作業の中で、学生は予め枠づけられた条件に加えて自分
たちで変数を設定し、表計算ソフトを使って予算の獲得・執行について推計、あってほしい、また
ありうる学校像の一端を、さいごにポスター・セッションとして発表した。とりわけ現職教員から、
学校経営を考えることの難しさと楽しさがわかったという声が関かれたのは、授業者から見て意味
があった。こうした素朴な作業から鍛密なシミュレーションまで学校経営像を提案し、可能な部分
から試行、評価、改善できる時期に入っているのではないだろうか。
ところで、以上の課題ははるか昔から指摘されていた。たとえば、伊藤和衛は 30年近くも前に次
の旨を述べている。日く、校長・教頭を含む教員組合の「家族主義j は、組合の教職観そのものが
前近代的ゆえである。これは、 ILO・ユネスコ共同勧告案の『教師の地位』に示される教師の専門職
観とは相容れない。その点で、主任手当が有力な賃金構成要素となっているイギリスの例は参考に
なる。学校経営における職種ごとの質が認められる方向で、日本でも手当制度を含めて教職を専門
職とし、これにふさわしい賃金体系を構築していくべきであるω 、と。
改変が現実のものとなるには、学的状況と別の条件が必要になる。しかし「後追いJ研究ばかり
にならないためにも、またそのように見なされたり自身がそう勘違いしないためにも、先行研究を
跡づけ蓄積することの大切さが、このテーマでも示されているだろう。
? ?? ?
桝1京禎宏:校務分掌論の再デザイン
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